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会、宮古地方森林組合の３組織で入荷量の５
～６割を占めている。ただし、震災以降、丸
太を運ぶトラックに対する運賃補助が実施さ
れたことで県外へも丸太が供給されるように
なったほか、震災復興に伴う住宅等の建材需
要で丸太が集まりにくい状況にある。このよ
うな状況が続けば、県産材のみを主体とした
合板生産は難しく、輸入材利用を増やさざる
を得ない。
震災では、同工場のモーターが冠水したこ

とや在庫していた丸太が流出したことなどで
大きなダメージを受けたほか、数百m先の藤
原埠頭で同工場に丸太を剥いた単板を供給し
ていた北星（株）（ホクヨープライウッド（株）が
出資）と岩手県合板事業協同組合が壊滅的なダ
メージを受けた

（注）

。それでも、同工場は国から
の支援と地域の協力、北星（株）からの単板供
給再開により、11年７月上旬には合板生産を
再開できた。
ただし、岩手県合板事業協同組合が事業の

再開を断念せざるを得ず、単板供給が北星（株）
１社のみになったため、同工場の丸太消費量
は、震災前（年間約30万㎥）から３割減少して年
間約20万㎥にとどまっているのが現状である。
また、操業再開にあたり、今後の津波被害を
減らす観点から、原木在庫は生産に支障のな
い範囲で、最小限にとどめている。

3　復興事業に力を入れる森林組合
震災前、宮古地方森林組合（以下「組合」）は、

管内の木材業者と併せて4,000㎥／月を超える
丸太を同工場へ供給していたが、震災後は
2,000～3,000㎥／月へ減少した。これは震災以
降、高台移転や復興道路などの公共性の高い
復興事業で伐採ニーズが強まり、多くの作業
員をそちらに振り向けているためである。こ
のため内陸の森林組合から作業員を派遣して
もらっており、組合が復興事業対応を最優先

1　はじめに
合板とは、一般に丸太を大根のカツラ剥き

のように薄く剥いたものを、積み重ねて接着
した板で、コンクリート型枠や住宅の構造用
部材、家具などに用いられる。
国内の合板産業は、木材産業のなかで、従

業者数・出荷額とも製材業に次ぐ地位を占め
ており、近年では国産の針葉樹が原材料とし
て利用されている。これはかつて主たる原材
料であったロシア材の輸入が輸出関税の上昇
懸念から減少したことや、国内で針葉樹間伐
材の中小径木からも合板を製造可能とする技
術進歩があったことによる（多田 2012）。東北
地方は主要な合板生産地で、全国で生産され
る合板向け丸太の６割が東北地方および北海
道で消費される。また、そのほとんどが合板
工場の立地する秋田県秋田市および男鹿周
辺、岩手県宮古市、同大船渡市、宮城県石巻
市の計５港湾地区に供給される特徴を持つ。
しかし、岩手県・宮城県に立地する工場は、
東日本大震災によって多大な被害を受けた。
そこで本稿は、岩手県宮古市で合板を生産

するホクヨープライウッド（株）宮古工場（以下
「同工場」）と、同工場に国産材を供給する宮古
地方森林組合を事例に、震災が合板工場の生
産と丸太の集荷にどのような影響を与えたの
かを明らかにする。

2　被災により減産を余儀なくされた合板工場
同工場では、国産材を中心とした構造用合

板（２級）を主に製造しており、現在は原料の
９割近くを岩手県産材（スギ、カラマツ、アカ
マツ）が占める。残りは、青森県産材のほかハ
ウスメーカーによる強度要求（１級）に応える
ためロシア材を利用し、国産材の強度不足を
補っている。原材料となる丸太は10組織ほど
の業者が納入しており、なかでもノースジャ
パン素材流通協同組合、岩手県森林組合連合
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低でも５年は必要と見られ、しばらくの間、
組合の主体的な計画に基づいた丸太の生産、
供給再開には時間を要するだろう。

4　おわりに
現在、同工場は、100％県産材や50％超県産

材マークを申請するなど、積極的な県産材・
国産材の活用方針を打ち出しているが、伐採
作業員が復興事業に割かれていること、震災
後に太平洋岸に立地する一部の被災した合板
工場が再開を断念したことや丸太の運賃補助
で県外へ丸太が流出し始めたこと（第１図）、
などの要因で県産材・国産材がうまく集まら
ない状況にある。
また、数量の把握にはいたらないが、消費

税増税前の住宅関連の駆け込み需要による挽
き材の需要増で、製材工場と合板工場との間
で丸太の用途競合が発生し入手困難となって
いる。同工場が今後、これまで以上に輸入材
に頼らざるを得ない状況となれば、近年定着
してきた合板向け国産材供給体制が弱体化す
る可能性に今後留意する必要があろう。
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に取り組んでいる様子がうかがえる。こうし
た結果、震災前に予定していた施業を延期せ
ざるを得ない事業も多いと聞く。そのため、
森林経営計画制度に基づいた計画を立てるこ
とは難しく、計画を立てたとしても作業員が
足りず、計画を実行できない状態である。震
災直前まで好調だった合板向け丸太の供給
は、地域の山林施業でまかなっていたため、
合板原材料の需要が高まる現在、組合ではは
がゆい思いもあるようだ。
組合は復興道路建設に伴う森林伐採を受託

しているが、そこで生産される丸太は事業主
体である三陸国道事務所が一般競争入札によ
り売払いを行う。その入札告示は、伐採から
数か月後となる場合も多く、現場に長期間ス
トックされた丸太には、虫がつくなど材の品
質が落ちる問題も出ている。
本来であれば、組合は伐採のつど原木市場

や製材・合板工場等へトラックで丸太を運ぶ
が、復興事業による丸太を買い受けしてチッ
プ工場や製材所等に供給しているため、同工
場へ計画的に供給することは難しい状況にあ
る。高台移転や復興道路の整備には、今後最

（注）同工場では工場内に丸太を置く土場を確保でき
ない問題などから単板生産を同工場の敷地外の組
織に委託している。

第1図　県間移出入量の変化：北海道・東北地方の合板向け素材（丸太）

資料 農林水産省『木材需給報告書』各年版から作成
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